
（現行）MercuryFriendlyService約款 （改定）MercuryFriendlyService約款

第5条 (契約の成立)
1 本サービスは、お客様と当社との間で別途締結したソフトウェア使用許諾契約書（以下
「使用許諾契約書」といいます）に基づき、当社製品の使用許諾を受けたお客様が、「注文
書」を当社に提出することでお客様のお申込みとし、当社がお客様に対して
「MercuryFriendlyService保証書」（以下「ＭＦＳ保証書」といいます）を発行することで契約
（以下「本契約」といいます）が成立するものとします。ただし、お客様と当社との間で本
サービスの利用に関する契約書（以下「契約書」といいます）を締結した場合は、双方の記
名押印をもって契約が成立するものとします。
2 本契約の単位は、お客様が製品をご利用するにあたり当社より割り当てられたシリアル
ナンバーごとでかつ製品ごとの所有本数に応じた数量の契約が原則必要となります。
3 当社は、お客様が以下の条件のいずれかに該当した場合は、お申込み又は本契約の
締結を拒否することがあり、又その理由についても一切開示義務を負わないものとしま
す。
① 注文書又は契約書（以下、総称して「注文書等といいます」）の内容の全部又は一部に
つき虚偽、誤記又は記載漏れがあった場合
② 暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成（以下、総
称して「反社会的勢力等」といいます）である、又は資金提供その他を通じて反社会的勢
力等の維持、運営若しくは経営に協力若しくは関与する等の反社会的勢力等との何らか
の交流若しくは関与を行っていると当社が判断した場合
③ お客様が、過去に当社と契約に違反した者又はその関係者であると判断した場合
④ 第15条2項に定める措置を受けたことがある場合
⑤ その他、当社が登録を適当でないと判断した場合

第5条 (契約の成立)
1 本サービスは、お客様と当社との間で別途締結したソフトウェア使用許諾契約書（以下
「使用許諾契約書」といいます）に基づき、当社製品の使用許諾を受けたお客様が、「注文
書」を当社又は当社に代わりお客様への販売窓口として、諸手続き並びに利用料金の請
求及び回収を実施する事業者（以下「販売代理店」といいます。なお、当社と販売代理店
を総称して、以下「販売代理店等」といいます）に提出することでお客様のお申込みとし、
当社がお客様に対して「MercuryFriendlyService保証書」（以下「ＭＦＳ保証書」といいます）
を発行することで契約（以下「本契約」といいます）が成立するものとします。ただし、お客
様と当社との間で本サービスの利用に関する契約書（以下「契約書」といいます）を締結し
た場合は、双方の記名押印をもって契約が成立するものとします。
2 本契約の単位は、お客様が製品をご利用するにあたり当社より割り当てられたシリアル
ナンバーごとでかつ製品ごとの所有本数に応じた数量の契約が原則必要となります。
3 当社は、お客様が以下の条件のいずれかに該当した場合は、お申込み又は本契約の
締結を拒否することがあり、又その理由についても一切開示義務を負わないものとしま
す。
① 注文書又は契約書（以下、総称して「注文書等といいます」）の内容の全部又は一部に
つき虚偽、誤記又は記載漏れがあった場合
② 暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成（以下、総
称して「反社会的勢力等」といいます）である、又は資金提供その他を通じて反社会的勢
力等の維持、運営若しくは経営に協力若しくは関与する等の反社会的勢力等との何らか
の交流若しくは関与を行っていると当社が判断した場合
③ お客様が、過去に当社と契約に違反した者又はその関係者であると判断した場合
④ 第15条2項に定める措置を受けたことがある場合
⑤ その他、当社が登録を適当でないと判断した場合

第8条 (契約内容の変更)
お客様が本契約内容を変更する場合は、契約更新時のみできるものとします。ただし、契
約の追加契約については、この限りではないものとします。

第8条 (契約内容の変更)
１ お客様は、ご利用中の対象製品の追加、本契約の区分の変更又は本契約の追加を行
う場合は、本契約を変更できるものとします。
２ お客様が対象製品のオプションの追加等を行う場合、本契約の内容に変更が生じる場
合があります。なお、当該変更の条件及び時期については、当社が別途定める条件によ
るものとします。

第11条 (保守料及び支払方法)
1 本契約の対価（以下「保守料」といいます）は、本サービス案内の定めのとおりとし、お
客様は当社の指定する第2項の方法によりこれを支払うものとします。
2 支払方法は、注文書等に定めるものとします。

第11条 (保守料及び支払方法)
1 本契約の対価（以下「保守料」といいます）は、本サービス案内の定めのとおりとし、お
客様は販売代理店等の指定する第2項の方法によりこれを支払うものとします。
2 支払方法は、注文書等に定めるものとします。

第15条 (契約の解約又は解除)
1 お客様は、当社に解約する旨を通知し、当社からお客様への承諾通知をすることで、本
契約を解約できるものとします。
2 当社は、お客様が以下の各号のいずれか一つに該当する場合は、事前にお客様に通
知することなく契約を解除できるものとします。
① 第14条1項により本サービスが終了した場合
② 手形若しくは小切手が1回でも不渡りとなった場合、又は差押、仮差押、仮処分、強制
執行、担保権の実行としての競売租税滞納処分その他これらに準ずる手続きが開始され
た場合
③ 破産、民事再生、会社更生又は特別清算の手続き開始決定等の申立てがなされた場
合
④ その他、資産、信用又は支払能力に重大な変更を生じた場合
3 お客様は、前2項により本契約を解約又は解除された場合、契約期間が残存している場
合でも、本契約に基づくお客様の権利は失効するものとし、保守料については残存期間に
応じた保守料の払い戻しは行いません。
4 当社の理由により本契約を解約する場合は、当社はお客様に対して30日前に通知する
ことにより本契約を解約することができるものとします。なお、契約期間が残存している場
合は、当社は保守料のうち残存期間に相当する金額をお客様に払い戻すものとします。

第15条 (契約の解約又は解除)
1 お客様は、販売代理店等に解約する旨を通知し、当社からお客様への承諾通知をする
ことで、契約期間中においても本契約を解約できるものとします。なお、解約日は、当社が
承諾通知を行った書面に記載の日付とします。ただし、以下の各号に該当する場合は除く
ものとします。
① 年額一括支払の場合
② 月額支払において、契約期間開始日より１２ヶ月以内の場合

2 当社は、お客様が以下の各号のいずれか一つに該当する場合は、事前にお客様に通
知することなく本契約を解除できるものとします。
① 第14条1項により本サービスが終了した場合
② 手形若しくは小切手が1回でも不渡りとなった場合、又は差押、仮差押、仮処分、強制
執行、担保権の実行としての競売租税滞納処分その他これらに準ずる手続きが開始され
た場合
③ 破産、民事再生、会社更生又は特別清算の手続き開始決定等の申立てがなされた場
合
④ その他、資産、信用又は支払能力に重大な変更を生じた場合
3 お客様は、前項により本契約を解除された場合、契約期間が残存している場合でも、本
契約に基づくお客様の権利は失効するものとし、保守料については残存期間に応じた保
守料の払い戻しは行いません。
① 既に支払われた保守料のうち、残存期間に応じた保守料の払戻しは行いません。
② 月額支払で、残存期間分の未払い保守料がある場合は、当社らが定める金額と方法
にて、速やかに支払うものとします。

4 当社の理由により本契約を解約する場合は、当社はお客様に対して30日前に通知する
ことにより本契約を解約することができるものとします。なお、契約期間が残存している場
合は、当社は保守料のうち残存期間に相当する金額をお客様に払い戻すものとします。

第22条 (お客様による契約解除の申立て)
お客様は、契約時又はＭＦＳ約款改定後の更新契約時のみ、お客様のお手元に保証書
が届いてから7日間以内であれば、当社に対しＭＦＳ約款の条項に承諾ができないことを
理由に、契約解除の申立てを行うことができます。なお、既にお支払い済みの将来分の保
守料がある場合は、当社からお客様に払い戻すものとします。

第22条 (お客様による契約解除の申立て)
お客様は、契約時又はＭＦＳ約款改定後の更新契約時のみ、お客様のお手元に保証書
が届いてから7日間以内であれば、当社に対しＭＦＳ約款の条項に承諾ができないことを
理由に、契約解除の申立てを行うことができます。なお、既にお支払い済みの将来分の保
守料がある場合は、販売代理店等からお客様に払い戻すものとします。

第23条 (協議及び合意管轄)
1． ＭＦＳ約款に定めのない事項又は本契約の内容に関して疑義が生じた場合は、両当
事者は信義誠実の原則に従ってこれを協議し、解決するものとします。
2． 本約款に関して生じる紛争については、当社本社を管轄する地方裁判所を第一審の
専属的合意管轄裁判所とします。

附則
ＭＦＳ約款は、2019年4月1日より適用します。
以上

第23条 (協議及び合意管轄)
1． ＭＦＳ約款に定めのない事項又は本契約の内容に関して疑義が生じた場合は、両当
事者は信義誠実の原則に従ってこれを協議し、解決するものとします。
2． 本約款に関して生じる紛争については、当社本社を管轄する地方裁判所を第一審の
専属的合意管轄裁判所とします。

附則
ＭＦＳ約款は、2019年4月1日より適用します。
2022年2月1日改定実施　　一部改定
以上

MercuryFriendlyService約款　新旧対照表


